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消費者購買地選択モデルの近年の展開
分解的多属性選好モテ。ルを中心として一
I はじめに
行動地理学の領域は多岐にわたるが，これを
Golledge and Stimson (1987）のいうところの分
析的（analytical)研究I｝に限定するならば，その
領域は，メンタルマップや環境のイメージを対象
とする環境認知研究，購買行動や居住地移動など
の空間的行動の意思決定過程を対象とする空間選
好・選択研究の2つに大別される（Golledgeand 
Rushton, 1984）.これらの研究は，前者がやや先
行して取り組まれたものの， 1970年代以降ほぽ平
行して展開されてきている．しかしながら，これ
まで両者の連携は必ずしも密接であったとはいい
難い.1980年前後にたたかわされた行動地理学の
有効性をめぐる議論の一つの論点は，かかる行動
地理学の二元性をめぐるものであった（若林，
1985). 
この問題にいかに対処するかについては，いく
つかの立場があり，従来の実証主義的方法論に見
切りをつけ，それに代わる別の方法論を主張する
者（L巴y,1981 ; Cox, 1981）もあれば，実証主義
に依拠しつつ解決をはかろうとする者もある． こ
のうち，筆者は後者の立場にたち，比較的系統的
な研究の蓄積がみられる，消費者の購買地選択に
関する近年の動向の中から，環境認知研究と空間
選好・選択研究の統合という，上述のような問題
点の解決を模索することを本稿の目的のーっとす
る．
ところで＼これら2つの研究領域のうち，環境
認知については，既に中村（1979），岡本（1983),
杉浦（1985; 1990），若林（1987）などにより，初
期の研究から比較的最近までの動向が，わが国で
も比較的体系だてて紹介されている．一方，空間
選好・選択研究については，杉浦（1981），生田
(1981），神谷（1982）などにより， 1970年代まで
の研究成果が整理されているものの，この領域で
めざましい展開がみられた1980年代以降の動向に
ついては，管見の限りでは，これまでのところ十
分な紹介はなされていないように思われる幻．
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近年の海外における空間選択研究の成果は，
1984年にフランスのプザンソンで開催された
IGU（国際地理学連合）の数理モデル作業グループ
会議での報告をとりまとめた論文集 『地理学とプ
ランニングにおける行動モデリングJ(Golledge 
and Timmermans, 1988）によって， ある程度う
かがい知ることができる．ここに掲載された論文
の大半は，離散的選択モデル（Discrete choice 
model ；以下， DCモデルと略称）に関するもので
占められていることにも表われているように，今
日の空間選択研究がDCモデルを中心に展開して
いることは明らかである．また，同書のもう一つ
の柱をなしているのは，心理学から導入された分
解的多属性選好モデル（Decompositional
multiattribute preference model ；以下，DMPモ
デルと略称）であるが，これは前述の環境認知研
究と空間選好・選択研究の統合を可能にする概念
的枠組みを備えている．そこで，本稿ではDMPモ
デルを中心としながら， DCモデルとの比較に
よって，その特徴を明らかにし，実際の適用に際
しての問題点を洗い出すとともに，空間選択過程
の統合的モデル化の見通しについて考察を加えて
みたい．
I DCモデルと DMPモデルの概要
1 今日の空間選択モデルの概観
1980年代以前の消費者空間選択モデルは，重力
モデルを基礎としたHuff(1963）の確率商圏モデ
ルに始まり， Rushton(1969）の顕示空間選好モデ
ルへと展開された後，消費者の環境認知・学習過
程・探索行動 ・多目的行動などを取り込んだ多様
な行動論的研究へと分化していった（神谷，1982).
こうして多様化した研究の流れは，近年，いくつ
かのモデルを中心として再編成され，空間選択研
究も新しい局面を迎えつつあるように思われる．
たとえば，最近のこの分野を展望したHalperin
and Gale (1984), Halperin (1988), Timmermans 
and Golledge (1990）などの論考は，ほぽ共通し
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て，空間選択モデル群を，①DCモデル，②情報処
理モデル，③パネルデータ・モデル，④トリップ
チェイン・モデル，の4つに分類している．
このうち，①は， Huffモデルをはじめとする既
往の購買行動モデルが依拠していた定数効用
(constant utility）の前提に代わって，ランダム
効用理論を基礎にして導出された一連のモテソレを
指す．その代表的なものはロジット・モデルであ
るが，交通計画の分野を中心として，今日まで様々
な改良モデルが開発されてきている叫．
これに対して，②は個人の空間選択過程を情報
処理過程とみなし，その過程をいくつかの段階に
分けた上で，分析的・実証的に解明するものであ
る．すなわち，効用最大化行動という前提を必ず
しも採用しない点，および選好（preference）と選
択（choice）とを区別して捉える点で，①とは性格
を異にする叫．この中には，意思決定過程を外界か
らの情報を統合する過程とみなし，消費者の選好
を選択肢のもつ諸属性に分解するDMPモデル，
意思決定過程を計算機の処理過程に直接的に類比
させて，人工知能言語によるシミュレーションを
行なう計算プロセス・モデル（Computational 
proce団 model，以下， CPMと略称）などがある．
上記の①と②のモテソレは，ある時点での単一の
選択過程を対象としているのに対し，残りの2つ
のモデルは，時間的経過の中での選択行動の動態
過程を対象とするものである．このうち③は，一
定期間にわたって収集されたパネル・データを分
析するために開発された確率モデルである．これ
には， DCモデルの効用のランダム成分を個人の
選択の時間的変動性と解釈する動態的DCモデ
ル，個人の購買行動の時間的規則性を確率分布で
近似させる，負のニ項分布（NBD）モデル，ある
いはその一般形であるディリシュレ（Dirichlet)
モデルなどがある．
一方，選択の結果である現実の購買行動を種々
の目的からなるトリップの連鎖として捉え， ト
リップの結合関係を対象とするのが④である．こ
れには，マルコフ連鎖モデルを応用した確率モデ
ル，時間収支をはじめとする種々の制約条件を重
視する時間地理学的モデル， トリップチェインを
構成する逐次的選択過程にDCモデルを応用した
ものなどがある．
以上の4つのモデル群は，それぞれ空間選択の
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異なる側面を対象にしており，モデルの構造上，
類似したものも複数のモデル群にわたって存在
し，最近ではいくつかのモデルを組み合せた混合
(hybrid）モデルの開発も進展してきている．そ
のため，現状ではモデル聞の優劣を比較できる段
階にないことは明らかであるが，本稿の目的に掲
げた，空間選択過程の統合的モデル化という観点
からみた場合，②のDMPモデルは，意思決定過程
を分析的・実証的にモデルイじするのに最も適した
ものと考えられる．以下では，比較のためにDCモ
デルについて概観した後， DMPモデルの特徴と
その問題点を検討してみたい．
2 DCモデル
今日のDCモデルの発展は， ミクロ経済学の消
費者行動理論，数理心理学の選択理論，カテゴ
リー ・データの統計分析法，という 3つの研究の
流れに基礎をおいている（Halperin,1988, p. 12). 
すなわち， ミクロ経済学の伝統的消費者行動理論
が対象としていたのは，選択肢（財）の連続的可
分性を前提とした，選択の集約的限界点 (inten-
sive margin）に関するものであったが，これに代
わって，離散的選択の状況を仮定すると，ある選
択肢を選択するか否かという選択の拡張的限界点
(extensive margin）が問題となる（Wrigleyand 
Longley, 1984, p. 313）.この拡張的限界点は，空
間選択の場合には，より現実的な対象となるため，
DCモデルを展開する理論的根拠を与えるもので
ある．
一方，数理心理学では， Thurstone(1927）の比
較判断の法則で導入された選択の確率項が，ラン
ダム効用モデルの基本的権成要素となっている．
Thurstone自身が提起したモデルは，確率項の確
率密度関数に正規分布を仮定しており， DCモデ
ルの中のプロピット（probit）モデルに相当するも
のであるが，この確率項の分布モデルに別の関数
を当てはめることによって，種々のDCモデルが
展開されることになる．
また，統計学の分野では，従来の統計解析法で
は扱うことが困難であったカテゴリ一変数に関す
る分析手法が1960年代末に進展した結果， 一般線
形モデル（generalizedlinear model , GLM）と
カテゴリー・データ分析との結合や多次元分割j表
分析のための包括的な枠組みが確立された
(Wrigley, 1985, p. 5）.これは，DCモテソレを適
用するためのコンビュータ・プログラムの開発（0’
Brien and Wrigley, 1980）につながっている．
以上の研究成果によって発展したDCモデルに
共通する理論的基礎は，既に述べたように，ラン
ダム効用理論にある．これは，ある個人が自らの
効用が最大となる選択肢を選ぶという効用最大化
行動を前提として，その効用が確率的に変動する
と考えるものである．すなわち，個人tがR個の
選択肢集合A,={Ali・・・A R；｝ の中から選択を行
なう場合，個人iが選択肢rに対してもつ効用値
をU，；とすると，次のような場合に個人tは選択
肢rを選択すると考える．
Uん＞仏 （s宇 r,s = 1，…R) (1) 
効用 Uんは，次式のように，確定的に定まる代表
(representative）成分九と確率変動するランダ
ム成分Eriからなるとみなす．
Uri＝凡＋εTi (2) 
そして，個人iが選択肢ァを選択する確率fもを，
凡 ＝Prob[Ur;> Us;, sヰ r,s = 1，…R] (3) 
と表現する．
上式の効用の確率成分 h に適当な確率分布を
仮定して，密度関数の積分計算を行なう ことに
よって， DCモデルが誘導される．その中でも最も
代表的なロジット (logit）モデルは， Er；にタイプ
Iの極値分布であるワイブル分布（またはyゲンベ
パペ分布）を仮定したもので，次式のように表わさ
れる．
n - exp( v.;) 
, Ti - I exp ( v.;) (4) 
この他， h にE規分布を仮定した場合に得られ
るプロビット（probit）モデルなどがあるが，計算
上の簡便さや拡張の容易さなどから，これまでの
DCモデルはロジット・ モデルを中心に展開され
てきている．その後のモデル開発の経緯は， 屋井
(1986）によって体系的に整理されているので，
ここでは詳しくは触れず， Wrigleyand Longley 
(1984）が紹介しているいくつかの改良モデルを
挙げるにとどめておく．
まず，ロジッ ト・ モデルの問題点としてしばし
ば指摘される，無関係代替案からの独立性 (In-
dependence from irrelevant alternatives ；以下，
IIAと略称）という特性に改良を加えたモデルが
ある.IA特性とは，ある 2つの選択肢の選択確率
の比が，他のいかなる選択肢の存在にも影響きれ
ないというもので，Luceの選択公理に依拠する選
択モデルに共通する特性である5）.この特性の問
題点は， たとえば［赤ノ守ス・青ノ守ス問題」（Domen-
cich and McFadden, 1975）にみられるように，
相互に類似性が高い選択肢の選択確率が実際より
も過大評価される点にある．そのため，この問題
を回避するためには，選択肢相互の類似性をモデ
ルに組み込む必要がある．たとえば，ネスティッ
ド（nested）ロジット・モデル（以下，NLモテ＊ル
と略称）は，選択肢聞の類似性に基づいて選択肢
のツりー構造を想定し，段階的選択過程を表現し
たものである．これと同じく，選択肢を IIA特性
をもつものともたないものとに分け，選択肢固有
のパラメータを付加することによって，IIA特性
を回避する（dodge）ことができるように改良した
ものとしてDogitモデル（Gaudryand Dagenais, 
1979）がある．ただし，これを用いた実証研究は
少ない．
NLモデルのような段階的選択過程をさらに徹
底させた場合，個人は最後に一つの選択肢が残る
まで選択肢を順次消去してゆくと考えることもで
きる．このような過程を表現したものに，Tversky
(1972）の様相逐次消去（eliminationby aspect) 
モデル（以下， EBAモデルと略称）がある．この
モデルは，個人が選択肢の様相（asp巴ct）の中から
一つをある確率分布に従って抽出し，この様相：を
もたない選択肢を除去するという操作を最後の一
つの選択肢が残るまで繰り返すと考え，この順序
から選択肢のツリー構造と選択確率を求めるもの
である（中西， 1984,pp. 234-236）.これは，辞書
編纂型 (lexicographic）モデルと総称されるもの
の一つで，個人がすべての選択肢属性を同時に評
価して選択を行なうことを仮定しない点で，他の
DCモデルとは異質な性格をもっている．ただし，
Meyer and Eagle (1982, p. 63）の指摘にあるよ
うに， このモテゃルて1主選択の各段階で1つの属性
しか考慮されず，属性聞のトレードオフ関係を捉
えられないこと，推定すべきパラメータ数が他の
モデルよりも多いこと，などの問題点がある．
これらのDCモデルは，選択肢集合が変化して
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も効用関数のパラメータは不変であるという，文
脈独立性（contextfree）を仮定しているが，現実
には個々の選択結果は選択肢集合の構成によって
異なる場合がある．たとえば，都心商業地1カ所
と位置的属性以外は差がない2カ所の郊外商業地
からなる3つの選択肢の聞での消費者の購買地選
択を考えてみる. 3者間での選択に際しては，商
業地の位置的属性とならんで店舗属性が選択に大
きな影響を及ぽす可能性が高いが，もし都心商業
地が選択肢集合にない場合には，位置的属性が有
カな要因となるであろう．このような選択の文脈
依存性を考慮するモデルとして，文脈誘発的（con-
text-induced）パラメータをモデルに取り込んだ
ウェイト移動（weight-shifting）モデルがある．
これは， IIA特性がかかえる選択肢聞の類似性の
問題と文脈効果の問題を同時に解決するものであ
るが，完成度の高いモデルは未だ現われていない．
しかしながら，かかる空間選択の文脈依存性は，
空間構造からの独立性 (independenceof spatial 
structure ；以下，ISSと略称、） (Borgers and Tim-
mermans, 1988）という地理学的にはきわめて重
要な問題と関わるため，今後の地理学が大いに取
り組むべき対象といえよう．なお，このISSの問
題については，他のモデjレ群にも共通する問題で
あるため，次章以降で改めてとりあげたい．
以上のようなDCモデルは，おもに交通計磁を
中心とした分野て・1970年代に急速に展開されたも
のである．これは，従前の交通需要予測に適用さ
れてきた四段階推定法に比べて， DCモデ／レはモ
デノレ構築が少ないサンプルで済み，数多くの政策
変数を導入できるるため，予測作業の軽減ときめ
細かな政策評価への対応が実現される（屋井，
1986, p. 23）と期待されたからである．
これに対して，地理学者による取り組みは，や
や立ち後れているといわざるをえない．このこと
は，上記の諸モデルが既に活発に展開されていた
時期に，その動向を紹介したWrigleyand Long-
ley (1984）が挙げている購買地選択と居住地選択
に関するDCモデルの適用事例の多くが，交通計
画を中心とした他分野の研究者によるものであっ
たことにも表われている．しかしながら，DCモデ
ルの地理学への導入は，ここ十年余りの空間選択
研究の流れの中では特筆すべきものであったこと
は間違いない．なぜなら， DCモデルは，従前の消
費者空間選択モデルの原型ともいえる Huffモデ
ルが仮定していた，効用の定常性をランダム効用
によって置き換えると同時に， Rushtonの顕示空
間選好モデルの特質であった，選択結果を選好の
表明とみなす顕示選好の前提を継承しつつ，より
多くの説明変数を取り込む之とを可能にしたとい
う点で，既存の空間選択モデルを発展的に統合す
る役割を担っていたと考えられるからである．
また，効用のランダム成分を個人差の反映とみ
なせば，発生制約型空間的相互作用モデルの一つ
の発展形としてDCモデルを位置づけることもで
きる（石川， 1988）.そのため，従来の行動論的モ
デルが共通して直面していた， ミクロな個人行動
からマクロな流動を予測する際の集計化（aggre-
gation）の問題（惹林， 1985）に対して， DCモデ
ルが一つの解決策を示唆しているともいえよう．
しかし， DCモデル自体は顕示空間選好モデル
と同様に，選好と選択とを同一視するという特性
を備えており，消費者の意思決定過程の解明とい
う点では一定の限界がある．そのため，空間選択
過程の明示的なモデルイじという問題については，
次に紹介する DMPモデルに解決を委ねざるをえ
ない．
3 DMPモデル6)
1960年代以降の認知心理学の発展に伴い，効用
最大化を前提とした既存のモデルの諸前提に対す
る疑問が提起された（Halperin,1988, p. 10）.す
なわち，効用最大化が達成されるためには，個人
の選択が，内的・外的に作用する制約条件から独
立に遂行されることが前提となるが，これが現実
の個々の選択状況に当てはまらないことは明らか
である．このうち，外的制約を重視するのが時間
地理学をはじめとする受動的（reactive）アプロー
チ（Thrift,1980）だとすれば，内的制約として，
人聞の情報処理能力の有限性に着目するのが情報
処理モデルである．その代表的なものとして，
DMPモデルがある．
DMPモデルとは，個人が選択肢の諸属性に対
して評価を行ない， これを認知的に統合して選択
肢に対する選好を形成し，選択を行なうという情
報統合過程を想定したものである．これは，心理
学者N.Andersonの情報統合理論 (Information
integration theory）の枠組みに依拠している．こ
の過程には，第l図のように，①選択肢属性の評
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第l図 機能的測定のダイアグラム
注） Anderson (1981, p. 5）の凶を一部改安．
3つの速結関数，V,I, M は，観祭可能な刺激場（stimulusfield）である｛S，｝から観察可能な反応Rに導〈 簿価関数ま
たは精神物理法則Vは，物理的刺激S，を主観的対応物s，に写像する．統合関係または心理主法則Iは，主鋭的刺激場｛s，｝を滞在
的反応rに写像する．反応関数または精神運動法制Mは，滞在的反応、rを観察可能な反応Rに写像する．
価（valuation），②統合，③反応という 3段階から
なるが，各段階は次のような3つの関数で連結さ
れる（Anderson,1981, pp. 4-5). 
評価関数 ： V(S) = s 
統合関数 ： I(s)=r 
反応、関数 ： M(r) = R 
ただし，S= S,・Sn (nは選択肢属性の数）は観
察可能な刺激（選択肢）の属性， S= S1 .. Snはその
主観的対応部（couterparts), rは潜在的反応
(implicit response), R は観察可能な反応をそれ
ぞれ意味している．
これらの聞の代数的規則（algebraicrule）を求
めるための方法論として， Andersonは機能的測
定（functionalmeasurement ；以下，FM と略称、）
を考案している．これは，意思決定を行なう際に
いかなる要因が機能的（functional)1＞であるかを
測定するもので，後述するように，具体的には実
験計画法の要因配置と分散分析や霊回帰分析など
を組み合せたいくつかの手！｜頂がある．
DMPモデルのもう一つの理論的基礎は，数理
心理学のコンジョイント測定（Conjointmeasure-
ment，以下， CJMと略称、）法的によって与えられ
る.CJMで使用されるデータは，一般に次のよう
な特徴をもっている（シェパードほか， 1976,p. 
30）.すなわち，行はある変数の η稜類の水準を表
わし，fil立別の変数の m種類の水準を表わす矩形
行列で，行列の各要素は， 2つの変数が行と列の
対応する水準で同時に働いた場合に生じる効果の
大きさを表わすものである．
たとえば，店舗の規模と自宅からの距離という
2要因が店舗の選好に作用すると考えた場合の
CJMデータは，第l衰のようなものになる．ここ
で，それぞれの要因が3水準からなると仮定して，
各水準の組み合せからなる合計32ニ 9個の仮想
的選択肢を設定し，それぞれの選択肢に対する選
好の程度がデータとして得られているとする．
CJM分析の目的は，上記のようなデータを行の
η個の水準と列のm個の水準に，それぞれl次元
の尺度値を与え，行列の各要素（効果）が対応す
る行と列の尺度値に単純な規則で関連付けられる
よう，尺度構成を行なうことにある．第l表を例
にとれば，店舗の選好に作用する要因ごとのウェ
イトを推定することにはかならない．具体的には，
もし測定値が間隔尺度で得られている場合には，
上記のFMと同様の分散分析が適用きれ，序数尺
度の場合には，たとえば多次元尺度構成法（MDS)
の一つである MONANOVA(Kruskal, 1965）な
どが適用される．
ここで，混乱を避けるために用語の整理をして
おく .DMPモデルで使用される，第1表のような
データ形式を総称してCJMデータと呼ぶが，こ
第1表 CJMデータの例
要悶（属性） 自宅からの距離
水準 0.5km 1 km l目5km
規 500m' 5 8 9 
模 1000m' 2 4 7 
1500m' 3 5 
注）図中の数値は，各選択肢（水準の組合せ）
が選好される程度を表わす．
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第2図 情報統合選論に依拠した消費者空間選択の概念モデル
注） Timmermans (1982, p. 173）の図を基にして，筆者が作成．
x，とらは，それぞれ選択肢gの第j番目の客観的属性と主観的属性を表わす。
E，と B，は，それぞれ選択肢iに対する選好と行動（選択）を表わす。
f, g, hは， a～dの聞での情報の変換を表わす関数である。
れにはメトリックとノンメトリックの2種類の形
式がありうる（Louviere,1988）.そして，前者の
データ分析は FM，後者はCJM分析によってそ
れぞれ処理される．したがって， CJM分析と FM
とはデータの尺度水準と分析手法の違いによって
区別される．そして，これらのデータと分析手順
が依拠する概念的枠組みとして情報統合理論を採
用する場合をDMPモデルと呼ぶことにする．
消費者の空間選択にDMPモデルを応用する際
には，情報統合理論を一部修正して，第2図のよ
うな概念的枠組みで分析が行なわれる．ここで，
第l図との違いは，評価を知覚，反応、を選択とそ
れぞれ読み替えている点であり，モデルの基本的
構成は第l図と同様である．第2図の中で， DMP
モデルが分析対象とするのは， a～cの過程である
のに対し， DCモテ”ルをはじめとする既往のモデ
ルは，多くの場合b～cの段階をブラックボック
スとしながら， aとdの直接的関係を分析対象と
してきたことになる．
このように，DMPモデルの第一の特徴は，選好
と選択とを操作的に区別し，直接測定された選好
とその形成過程を計量的に捉える手続きを明示し
たことにある．交通計画では， CJMデータを含む
意識データを総称してSP(stated preference) 
データと呼ぶ（森川， 1990）が，これは RP
(revealed preference）データを用いた， DCモ
デルをはじめとする従来の選択モデルとの対比を
示している．行動地理学の目標である，空間的行
動の意思決定過程の解明という点からみても， SP
データによるモデル化は，大いに魅力をもってお
り，既往の環境認知研究の成果をモデ”ルの中へ取
り込むことによって，冒頭で述べたような行動地
理学の二元性を克服することも可能であると考え
られる．
DMPモデルの第二の特徴として，属性の水準
の組み合せから仮想的に設定された，第l表のよ
うなCJMデータを使用することが挙げられる．
従来のモデルは，いずれも実在する既存の選択肢
に対する選好や選択をデータとしていたが，かか
る仮想的選択肢によって，選択肢集合が変化した
場面での選択結果を予測することが容易になる．
また，仮想的選択肢は本来，特定の空間構造を前
提としたものではないため，空間における行動
(behaviour in space）ではなく，真の意味での
空間的行動（spatialbehaviour) (Rushton, 1969) 
を対象としうる可能性がある．
ただし，このように属性の束として選択肢を定
義したのは，空間選択モデルの中ではDMPモデ
ルが最初ではなく， Rushton(1969）の顕示空間選
好モデルの方が先んじていた．顕示空間選好モデ
ルで使用される無差別図表は，まず第3図（a）のよ
うに，中心地までの距離と中心地の人口（規模）
との組み合せからなる立地タイプに現実の中心地
を割り当てた上で，各中心地に対する消費者の利
用データに基づいて立地タイプ相互の選好確率を
求め，これをMDSで処理した結果得られる 1次
元の選好尺度上での値を第3図（b）のような等値線
で表現することによって作成される（杉浦，1981).
第3図（a）のような立地タイプ行列は，第1表のよ
うなCJMデータと同様の形式をとっており，両
者の違いは選好（効用）を選択結果から間接測定
したRPデータであるか，直接測定したSPデー
タであるかという点，ならびに顕示空間選好分析
では必ずしも行なわない，効用を属性ごとの部分
効用に分解するという作業がDMPモデル分析に
含まれるという点につきる．笑際，Rushton(1976) 
も無差別図表から距離と規模の各属性の寄与率を
算出する方法のーっとしてCJM分析を挙げてお
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第3図 顕示空間選好モデルの無差別図表
出典・ラシュトン（1986,p. 100, p. 108) 
り，両者は一般に考えられているよりもきわめて
密接な関係にあるといえよう．また，経済学の消
費者理論の系譜の中で，このように消費者が選択
肢全体を効用の対象にするのではなしそれが有
する種々の特性を効用の対象とするという観点、
は，経済学におけるLancaster(1966）をはじめと
20 
する新需要理論（池尾， 1984）の特徴であり，今
日のマーケティングにおける消費者行動の多属性
分析に理論的基礎を与えている．
第三に， DMPモデルを構成する選好関数には
加法・乗法など多様な形式が使用できるという点
が挙げられる．これは，DCモデルの効用関数が力日
法形式であったことに比べれば，データに即した
柔軟なモデルが作成されることになる．
第四に，DMPモデルは通常，個人レベルで、のパ
ラメータ推定が行なわれるため，少数のサンプル
で実施でき，また，サンプル集団の同質性を必ず
しも仮定しないという特徴をもっている．
このように， DMPモデルは魅力に富むもので
はあるが，現実の空間選択の場面に適用する際に
は多くの問題点が残されているため， DMPモデ
ルによる目だった成果は未だ生み出されていない
のが現状である．この問題点と解決策については，
DMPモデルの適用手順とからめて，次章以降で
詳しく検討することにたい．
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II DMPモデルの適用の実際
1 適用手順
一口にDMPモデルといっても，実際には種々
の適用方法がある．このことは，これまでの購買
地選択にDMPモデルを適用した事例を掲げた第
2表的からも明らかであろう．ここでは，Timmer-
mans (1984a), Louviere (1988), Moore (1988), 
Green and Srinivasan (1978 : 1990），森川（1990)
などの紹介に基づいて， DMPモデルの適用手Jr債
を紹介する．以下の説明は，Louviereand Tim-
mermans (1990, p. 215）の分類に従い，その手順
を第4図のように整理して，各段階での作業内容
を整理してみたい．
(a）選好モデルの決定
Green and Srinivasan (1978）によれば，選好
モデルには，ベク トル・モデル，理想点（ideal
point）モデル，部分効用 （partworth）モデルの
3つがある（第5図）．ここで， K個の属性からな
る選択肢zの効用を U(x）とすると，ベクトル・モ
デルは，
K 
U (x) = ヱw,.x. (5) 
k-t 
で表わされる．ただし，叫は属性kに対する個人
のウェイトである．したがって，ベクトル・モデ
-31-
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第2表 DMPモデルによる購買地選択の研究事例
対象地域 被験者 選択肢 属性（水準） 選択肢作成方法 選好モデlレ 選択肢評価 分析方法
Schuler (1979) Bloomington llO人 スーパー 価格（平均から 5%ずつ5段階） トレードオフ行列 加法 順位づけ Johnson (1973) 
Recker & Schuler (Indiana) (1977年） ( 6店） 品質（平均から15%ずつ5段階） ( 5×4) I z =10組 の方法
(1981) レジの早さ（ 5 /10/15分），駐車
場までの距離（100/200/300ft.),
距離（l/3/5/7mile)
Louviere & Meyer Tallahasse 10人 スーパー 選択性（平均／以上／以下） 要因実験（27+4 = 乗法 評定 ANOVA 
(1981) (Florida) (12店） 価格 （向上）， 利便性 （移動・駐 31選択肢）
車時間 10/20/30分）
・・・ーーー ーー『・－ －”’ー 骨ー・－ーー ・ー・．．．． －・・ーーー －ーーーーー・－－－ーーーーーーー骨－・’ーー・．．． ・ー・・・・ー －ー・．ー ーーー －ーー， d’ー ・ーーー－． ・・・ー・・・ ・ー－－－ －ー・ーーー ーー ・ーー －ー
Laramie 22人 スーパー 向上 要因実験 乗法 評定 ANOVA 
(Wyoming) ( 6店） (27選択肢）
Burnett (1982) Irving 100人 デパート 品揃え，価格，利便性，威信（各 トレードオフ行列 加法 Johnson(l973) 
(Texas) (15店） 3水準低／中／高） ( 4 × 3 )/ 2 = 6車且 の方法
Timmermans (1980a) Brabant 18人 SC 店舗数（70/40/10), 要因実験 力日法 順位づけ UNI CON 
南東部 時間距離（15/35/45分）， (27選択肢） 乗法
（オランダ） 駐車場探索時間（3/6/9分） 分配
Timmermans & 向上 18人 向上 同上 向上 加法 評定 ANOVA 
Veldhuisen (1981) (16人？） 乗法
Timmermans (1982) 
Timmermans et al Eindhoven 91人 SC 店舗数（大／中／小）， 要因実験 加法 順位づけ UNI CON 
(1983) 。Woensel (1980年） (13カ所） 時間距離（15/30/45分）， (27選択肢） 乗法
Timmermans et al. （オランダ） 駐車場探索時間（4/12/20分）
(1984a) 
Timmermans et al. 
(1984b) 
Timmermans Maastricht 724人 SC 選択幅（狭／中／広），駐車施設 トレードオフ行列 加法 順位づけ OLS （重回帰）
(1984b) （オランダ） (1981年） (39カ所） （悪／中／良），価格（安／中／ ( 5×4) I 2 =10＊且
高），雰囲気（悪／中／良），時
間距離（5/25/45分）
Heijden & 同上 678人 向上 向上 向上 加法 向上 OLS （重回帰）
Timmermans (1988) 
ーーー，－－－－－ーーーーーーーーーー
Eindhoven 194人 SC 
（オランダ） (13カ所）
注）この表には，具体的に対象地域名が明記された事例のみを掲げており，純粋な実験的研究やシミュレーション分析は除外している．ここで除外した研究例の主なもの
には，文脈効果を実験によって検討したEagle(1984），階層的情報統合過程モテソレを検討した Louviereand Gaeth (1987），プランド係留コンジョイント分析を試みた
Louviere and Johnson (1991）などカずある．
(a）選好モデルの決定
(b）データ収集法の決定
i ）属性の決定
ii）属性水準の決定
iii）選択肢の生成
(c）選択肢の提示／選好の測定
(d）部分効用の推定
第4図 DMPモデルの適用手順
ルは，属性が連続変数で，選好関数が線形加法型
であることを仮定していることになる（第5図
(a). 
これに対して理想点モデルは，効用 U(x）がK
次元の属性空間における選択肢の位置ぬと個人
の理想点xーとの間の平方距離に反比例すると仮
定し，次式のように表わされる．
K 
U(x) = 三wk(xk-Xk)' (6) 
ただし，属性空間上での距離の測度は，必ずしも
上式のようなユークリ ッド距離．でなくてもよく，
より一般的なミンコフスキー距離測度を採用する
こともできる（第5図（b)).
これらのモデルをより一般化した部分効用モデ
ルは，属性kの水準ごとの効用値を表わす関数ん
選
好
選
好
を求めるもので，次式で表わされる．
K 
U (x) = ヱf. (x.) (7) 
したがって，全体効用値 U(x）は部分効用値の合
計となる（第5図（c））.上式は，／.（ゐ） = w.x.の場
合はベクトル・モデルに，またI,.(x.) = w. (x. -
x.）＇の場合は理想、点モテルに等しくなるため，ベ
クトル・モデルと理想点モデルは部分効用モデル
の特殊形とみなすことができる（Green and 
Srinivasan, 1978, p. 106). 
さらに，これらを混合したモデルは，次のよう
に表わすことができる．
T 
U(x) = ヱVqZxq (8) 
ただし， Tは疑似属性（pseudo-attributes）と推
定すべきパラメータの数を表わす．ここで， q番目
の属性の選好関数が単調で近似的に線形であれ
ば，ベクトル・モデルと同様に， Zxqはxに等しく
なる．もし，選好が本質的に非線形かまたは理想
点モデル型であれば，各属性 qについて， 一つは
xに，もう一つはがに，それぞれ等しくなる 2つの
変数Zxqが定義される．さらに，属性がカテゴリー
の場合には， q番目の属性の水準の数を nqとする
と， （nq-1）個のダミー変数が定義され，部分効
用モデルになる．
これらのモデルは，いずれも個々の属性ごとの
効用が加法結合されることを仮定した補償型
(compensatory）モデルであるが，これを釆法結
選
好
／寸＼
属性の水準 属性の水準 属性の水準
(a）ベクトルモデル ( b）理想、点モデル ( C）部分効用関数モデル
第5国 選好モデルめ例
出典； Greenand Srinvasan (1978, p. 106) 
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合した場合には非補償型（non-compensatory）モ
デルとなる．ここで，補償型とは，ある属性の部
分効用が極端な値を示しでも全体効用は他の属性
の効用値によって補いうることを意味している．
これに対し，乗法モデルのような非補償型モデル
では，ある属性の効用が極端な値をとる場合，そ
れが全体効用値に決定的な影響を及ぽすことを意
味している．乗法モデルの一般形は，前記の部分
効用モデル式を一部修正して，次式のように表わ
される．
K 
U(x) = I Ii.（ゐ） (9) 
k・• l
この他，加法モデルと乗法モデルとを組み合わ
せたものとして，分配（distributive）モデルと二
重分配（dual-distributive）モデルがある．分配モ
デルは，
K-1 
U (x) = ［ヱh(xk)] ・ /K (XK) (1的
•~、
で表わされ，K-I個の属性効用の合計と K番目
の属性効用との積で全体効用が定義される．二重
分配モデルは，次式のように， K-1個の属性効
用の積とK番目の属性効用との和で表現される
(Timmermans, 1980a, pp. 293-294). 
K-1 
U(x）ニ［I Ii. (x.)] + /K(x≪) (1) 
k=I 
以上のモデルのうち，第2表に掲げた実証研究
では，計算手／1頂が最も簡便なベクトル・モデルを
用いた事例が多い．前主主で紹介したDCモデルの
代表であるロジット・モデルもまた，選好関数に
ついては線形加法結合を想定したー穫のベクト
ル・モデルである．しかし，いくつかのモデルの
適合度を経験的に比較検討した Louviere(1981) 
や Timmermans(1980a）によると，乗法モデル
の方が加法モデルよりも優れていることが明らか
になっている．また，乗法モデルには，新たな属
性変数を追加しても変数の相対的ウェイ トは変わ
らず，従属変数と独立変数の関係が明確に解釈で
きるという利点がある（Timmermans,1984a, p. 
193). 
(b) データ収集法
i ）意思決定に関連ある属性（relevant attrib-
utes）の決定
DMPモデルの分析結果は，採用する選択肢属
性によって大きく左右きれるため，選択に影響を
及ぼす属性が遺漏なく網羅されている必要があ
る．しかしまた，属性の数が増えると，設定され
る選択肢数も等比級数的に増加し，選金子の測定と
パラメータ推定の作業が困難になることから，属
性は相互に重複しないよう，必要最小限の数にと
どめねばならない（Timmermans,1984a, p. 184). 
そのため，第2表の事例では 3～5個の属性に
絞って研究が行なわれている．一般に，属性の数
が増えるほどモデルの妥当性（validity）は増すも
のの，信頼性（reliability）は減少する（Timmer-
mans, 1984a, p. 195）と考えられるが，必要かっ
十分な属性を選定するには，次のような方法が考
えられる（Moore,1988, p. 207). 
まず第1に，既往の消費者購買I也選択研究の結
果から，その規定要因として挙げられてきた購買
地属性を採用することである．たとえば，第2表
に掲げたDMPモデルによる研究結果の活用はい
うまでもないが， Moore(1988）の整理によると，
既往の購買地選択研究では，第3表のように，距
離，価格，品揃え，駐車施設といった属性がほぽ
第3表購買地選択に関連ある店舗属性の例I)
関連ある購買地属性
研究亭例 距離幻 価格 駐車施設 u封f削告え、3) サービス 品質 その他
Timmermans et al. (1982) X X X X X X 
Timmermans et al. (1984b) X X 店舗数
Schuler (1979) X X X X X 
Blommestein et al. (1980) X X X X X 雰囲気，安全性
Louviere and Meyer (1981) X X X 
1 ) Moore (198, p. 207）に基づいて筆者が作成．表中の“X”は，各研究で採用されたことを表わす．
2) 「自宅からの相対位置J，「時間距離」， 「近接性J，「立地の利便性」などを含む．
3) 「選択の範閤J，「品物の帽」などを含む．
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共通に重要なものとして指摘されている．第3表
の研究例とも一部重複するが，筆者（若林， 1987;
Wakabayashi, 1988）が整理した，商業地のイメー
ジに関する SD法やMDSを用いた既往の研究で
も価格と距離（近按性）は，ほぽ共通にイメージ
を規定する重要な次元として現われており，流通
政策研究所（1988,p. 20）も買物場所の評価基準
として，立地・品揃え・価格・サービス ・物的施
設（雰囲気）の5項目を挙げている．したがって，
購買地選択に作用する要因は，ほぽ共通するこれ
ら少数の属性から構成されるものと考えられる．
こうした属性は，研究対象となる商業施設の種類
や地域の特性に応じて，適宜，修正して使用する
必要があることはいうまでもないが，既往の研究
成果を活用することによって，従来，断片的に行
なわれてきた購買地選択の事例研究を有機的に統
合することも可能になるであろう．
上述のような属性は，あくまでも消費者側の重
要度を基準にしたもので，これらが店舗経営者の
関心に適合するとは限らない．なぜなら，調査の
結果，購買地選択にとって重要な属性であること
が判明しても，それが経営者によって変更不可能
な属性であれば，その結果自体は経営上あまり意
味のないものとなるからである．このように，商
業施設に対する認識が消費者と店舗経営者との聞
で異なることは， Blommesteinet al. (1980）を
はじめとする既往の研究事例（若林， 1987,p. 18) 
からも明らかである．したがって，DMPモデルを
経営者の実践的目的に役立てるとすれば，当面の
立地・経営計闘にとって重要な関心事となるよう
な属性を採用する必要がある．また，かりにモデ
ルを公共政策や都市 ・地域計画に役立てようとす
るならば，当面の政策や計画立案にとって重要と
なる政策変数に関連した属性を選定すべきであろ
う．ただし，こうした応用面でDMPモデルを用い
るのではなしあくまでも購買地選択過程の本質
的解明を目指す場合には，これらの点は，重要な
問題とはならないかもしれない．
第3の方法は，対象地域で予備調査を行ない，
その結果から関連ある属性を選定するというもの
である．たとえば，筆者（若林， 1987）も既に紹
介した，レパートリーグリッド（repertorygrid ; 
RGと略称）法をはじめとする店舗イメージの調
査方法を使用することが考えられる．第2表の
Burnett (1982）はMDS法によって， Thnmer-
mans et al. (1983 : 1984a, b）はRG法によって，
それぞれ予備調査を行ない，関連する属性を選定
している．ただし，これには作業に多大の時間と
労カを要するため，これに代わる方法として，少
数のサンプルを用いた深層面接（in-depthinter-
view）を行ない，購買地選択に関連する要因を被
験者にリストアップしてもらうという方法もある
(Moore, 1988, p. 208）.いずれにしても，かか
る作業は，採用する属性の妥当性を事前にチェッ
クする上で，欠くことのできないものであるため，
第2表の研究例の多くは，属性の選定を目的とし
た予備調査を行なっている．
i）属性の水準の決定
第2表の事例では，各属性を3水準に設定した
例が最も多いが，属性数と同様に，属性の水準数
は選択肢数を大きく左右するものであるため，必
要十分な範囲をカバーしつつ，かつ最小限の数に
とどめる必要がある．属性の水準をどの程度の範
囲で設定するかは，研究の目的によっても異なっ
てくる．たとえば，現実に生じている選択行動を
記述し説明することを目的とするならば，選択肢
となる既存の商業地の範囲内で，それらの特性を
十分に表現しうるような水準を設定すればよい．
しかし，新たな選択肢が加わったり既存の選択肢
属性が変化することによる影響を予測する目的で
あれば，現存する選択肢の範囲を超えた属性水準
を設ける必要がある．既に述べたように，DMPモ
デルの特徴の一つである仮想的選択肢に基づ〈
データ収集法の利点、は， このような現存しない，
経験の領域を超えた選択肢を分析に取り込める点
にある．ただし，いずれの場合でも属性聞の相聞
は，パラメータ推定の正確さに影響を与えるため，
できるだけこれを除去するよう努めることが肝要
である．また， Greenand Srinivasan (1978, p. 
109）は，信じ難いほど非現実的にはならない程度
で，既存の選択肢よりもやや広い幡の水準を設定
することを推奨している．
i）属性水準の組み合せによる選択肢の生成
DMPモデルで使用する選択肢は，既にのべた
ように，複数の属性水準の組み合せによって作成
される．その方法には，採用した属性すべてを組
み合わせた選択肢を使用するフル・プロファイル
(ful profile）法と 2つずつの属性を組み合せて
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第4表 フル・プロファイル法によ
る選択肢の例
属性
選択肢
店舗数時間距離駐車場探索
（分） 時間（分）
1 10 15 3 
2 10 15 6 
3 10 15 9 
4 10 35 3 
5 10 35 6 
6 10 35 9 
25 70 45 3 
26 70 45 6 
27 70 45 9 
注）属性と水準は，第 2表のTimmer-
mans (1980a）のそれに準ずる．
選択肢を作成するトレードオフ法がある．
フル・プロファイル法で作成される選択肢数は，
すべての水準を組み合わせる要因実験（factorial
experiment）の場合，属性kの水準をんとすると，
Hらとなる．たとえば，第2表でこの方法を採用し
k 
たTimmermans(1980a）と Timmermansand 
Veldhuisen (1981）は，第4表のように， 3×3×
3 =27個の選択肢を作成している．しかしながら，
実際に選好評価を行なう際には，選択肢数が多す
ぎると測定の信頼性が低下するため，できるだけ
選択肢数を少なく押さえる必要がある．そのため
の方法として，笑験計画法10）の一部実施要因実験
(fractional factorial experiment）の採用が考え
られる．一部笑施要因実験の代表的なものは直交
配列（orthogonalarray）であるが，これは最少
の選択肢数で各属性の主効果の測定を可能にする
方法である．たとえば，第4表の要因実験を直交
配置によって行なう場合， L9( 3 ＇）の直交表 11）を
使用して，第5表のような， 9個の選択肢を設定
すればよい．
一方のトレー ドオフ法を採用した例として，第
6図に Reckerand Schuler (1981）の用いた選択
肢行列を掲げている．彼らは，価格（5水準），品
質（5水準），レジの速さ（3水準）．駐車場まで
の距離（3水準），距離（4水準）という，スーパー
の5つの属性の中で2つずつの属性を組み合せ
第5表直交配置による選択肢の例
属性
選択肢
店舗数時間距離駐車場篠索
（分） 時間（分）
1 10 15 3 
2 10 35 6 
3 10 45 9 
4 40 15 6 
5 40 35 9 
6 40 45 3 
7 70 15 9 
8 70 35 3 
9 70 45 6 
注） 属牲と水準は，第4表と問じ．
た，合計sC2ニ 10組の行列を使用している．選好の
測定は各トレー ドオフ行列ごとに行なわれるが，
個々の行列で示される選択肢は比較的単純である
ため，属性数・水準数が多くても被験者に与える
負担はフル・プロファイル法に比べて小さくなる．
その反面，一部の属性しか使用していないため，
フル・プロファイル法に比べて現実性に乏しいと
いう欠点がある．
以上のことを総合すると，属性数が比較的少な
く，属性聞の相聞が比較的高い場合にはフル・プ
ロファイル法が適し，属性数が多〈，属性聞の相
関が低い場合にトレードオフ法が適している
(Timmermans, 1984a, p. 196）といえるが，一
部実施要因実験を採用する場合は，フル・プロ77
イル法があらゆる面でトレードオフ法より優れて
いることは明らかであろう．
(c）選択肢の提示と選好の測定
DMPモデノレでは仮想的に属性を組み合わせて
作成された選択肢を使用するため，被験者の回答
も非現実的で信頼性の低いものになる恐れがあ
る．そこで，被験者に選択肢を提示する際にもな
んらかの工夫が必要となる．
選択肢の提示方法には，言葉による記述法，ノマ
ラグラフ記述法，図示法（pictorial representa・
tion）の3つが考えられる．言葉による記述法は，
たとえば選択肢を構成する属性水準を言葉で記し
たカー下を用いるものである．これは，きわめて
単純で効率的ではあるが，表現に現実味が乏しし
記載される属性の順番によっては調査結果にバイ
アスが生じる恐れもある（Greenand Srinivasan, 
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る評定尺度（ratingscale）法と序数尺度で測定す
る順位（ranking）法がある（Timmermans,1984 
a, p.198). 
選択肢に対する選好を間隔尺度で表明すること
を被験者に求める評定尺度法は，被験者に与える
作業の負担が大きくなりがちなため，データの信
頼性には問題が残るものの，適用手JI頂に修正を加
えれば，この難点もある程度解消しうる．また，
比率尺度で選好を表明することを求める方法に，
マク守ニチュード測定法，ダラーメトリック法（do!-
Jar-metric），総和一定（constant-sum）法がある．
7 ク廟ニチュード推定法は，たとえば線分の長きで
1978, p. 111）.これより現実味の高い表現方法と
して，属性をパラグラフで表わす方法がある．し
かしながら，これも記述の順番や文脈によるバイ
アスという問題は免れないで、あろう．そこで，最
も表現の現実性が高しかっ被験者が一目で理解
できるような提示方法として，図や写真や立体模
型を使用する図示法がある12）.ただし，図示法では
他の2つの方法の問題点は回避できても，調査者
が意図した属性を図や写真で正確に表現できるか
どうかという問題が残る．
次に，選好の測定方法が問題になる．これには，
測定尺度の水準によって，間隔尺度のデータを得
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第6図 トレードオフ法の例
出典： Reckerand Schuler (1981, p. 376) 
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各選択肢に対する選好の大きさを表明する方法
で，感覚量を物理量に変換する精神物理学的モデ
ルの応用である．ダラーメトリック法は，たとえ
ば2つの選択肢XとYのうち，被験者がXの方
を好む場合，Xの価格をいくらまで上げればYと
選好上無差別になるかを被験者に問うものであ
る．総和一定法は，得点の合計を予め指定した上
で，その得点を選好の程度に応じて各選択肢に配
分してもらうという方法である．
これに対して順イ立法は，選択肢を好みの序列に
従って被験者に順位づけしてもらう方法で，評定
尺度法に比べて被験者から比較的無理なく回答が
得られるという長所がある13）ため，第2表の事例
の多くがこの方法を用いている．この他，測定を
より正確なものにするために， 2つずつの選択肢
ごとに好みの程度を序数尺度や間隔犬度で回答し
てもらう一対比較法を採用することも考えられ
る． 一対比較法の場合，被験者に課すのは比較的
単純な作業ではあるが，調査に長時間を要し，デー
タを得た後で選好尺度を再繕成する必要があるた
め，調査 ・分析に要する時間と労力はきわめて大
きななものになる．
以上のように，選好測定方法には種々のヴァリ
エーションがあるため，実際の調査に際しては，
被験者や選択肢の特性に応じて，測定方法に工夫
をこらすべきであろう．ただしデータの尺度水
準は測定方法によって規定され，それに応じて分
析方法も異なってくるため，少なくとも分析方法
に見合った尺度のデータを得る方法を選定する必
要があることはいうまでもない．
(d）部分効用の推定
部分効用を推定する方法は，（a）で選定した選好
モデルの種類，および（c）の選好データのタイプに
よって異なる．このうち，選好モデルについては，
乗法モデルの分析法は未だ確立されていないた
め，ここでは加法モデルの中でも最も広〈用いら
れているベクトル型加法モデルを中心に分析方法
を整理する．加法モデルは，選好データの尺度水
準が間隔尺度・比率尺度のメトリック・データで
あるか，序数尺度のノンメト 1）ック・データであ
るかによって2つに大別される．
選好データがメトリックの場合には，分散分析
(ANOVA）や通常の最小二乗法（Ordinaryleast 
square , OLS）が用いられる．ここで， 主効果の
みからなる次のような加法型選好モデルの場合を
例にとってみる．
????
?
? ?
??
?
??? (12) 
ただし， Kは属性数，mkはh番目の属性の水準数
を意味し， U(x）は全体効用の測定値， αuはh番
目の属性の第j水準の部分効用のウェイト， hはー
選択肢がh番目の属性について第j水準であれ
ばl，それ以外はOをとる変数をそれぞれ表わす．
OLSや ANOVAでは，上式の右辺にランダム項
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第7図 グラフによる交互作用効果の判定
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出典.Timmermans (1982, p.177) 
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を明示的に加えた式を仮定して， α旬を推定するこ
とになる．また， ANOVAの場合，予め選択肢の
作成段階で交互作用効果を設定しておけば，上式
の右辺に交互作用項を追加したモデルとなる．属
性問の交互作用の有無は，分散分析表のF検定に
よっても確認できるが， 2属性の水準ごとのウェ
イト値を図示した第7図のようなグラフを用いれ
ば，視覚的にその有無が判定できる．たとえば，
属性聞に交互作用がなければ第7図（a）のように平
行なグラフとなり，交E作用があれば，第7図（b)
のようにグラフは平行で、はなくなる．第2表の事
例では， Louviereand Meyer (1981), Burnett 
(1982), Timmermans and Veldhuisen (1981), 
Timmermans (1982）などがANOVAを用いてこ
のような分析を行なっている．
一方，選好データがノンメトリックの場合には，
MONANOV A, LINMAP, PREFMAPなどのア
ルゴリズムが用いられる．このうちKruskal
(1965）が考案したMONANOVAは，ノンメト
リックMDSと同様の発想で，非適合度の指標で
あるストレス（stress）値を最小にすべき目的関数
として，式（ゅのパラメータαuを最大勾配法で、求
めるものである．第 2表の事例には，
MONANOVAを使用したものはみられないが，
Timmermans (1980a）やTimmermanset al. 
(1983 , 1984a, b）が使用しているUNICONは，
これとほぼ同様のアルゴリズムである（Timmer-
mans, 1984a, p. 200）. また，片平（1984,p. 
179-182）は， MONANOVAの問題点として，解
の不定性を生ずるいくつかの原因を指摘し，それ
を解消するために反復推定の初期値の設定方法や
目的関数のストレス式などに改良を加えた，修正
MONANOVAを提案している．
MONANOVAには，片平（1984）の指摘した以
外にもいくつかの間題がある．その一つは，主効
果のみからなる部分効用モデルしか適用できない
点である．これに対し，選好モデルにベクトル・
モデルや理想点、モデルを仮定した場合にも適用で
きるのがLINMAPである．これは，線形計画法を
応用して部分効用のウェイトを求める点で，
MONANOVAとは計算手順を異にし（片平，
1987, pp. 288-289），局所解に陥る危険性もないと
いう長所をもっている（Greenand Srinivasan, 
1978. p. 113). 
また， MONANOVAと同様， MDSの考え方を
ベースにしたアルゴリズムとして，選好モデルに
ベクトル・モデルと理想点モデルを仮定すること
ができるPREFMAPがある．この他にノンメト
リック選好データの分析方法として，第2表の
Schuler (1979), Recker and Schuler (1981), 
Burnett (1982）が用いている Johnson(1973）の
TRADEというアルゴリズムがある．これは， ト
レードオフ行列を分析する目的で考案されたもの
で，選好データとの対応、が最もよく合うように部
分効用のウェイトを反復推定するアルプリズムで
ある．ただし，これらのノンメトリック・データ
に適用するモデルを OLSやANOVAと比較し
た場合，モテψル式には明示的にランダム項が含ま
れないため，推定値の統計的性質が不明でいあると
いう難点がある（森川， 1990,pp.14 15 . Louvier-
e, 1988, p. 25). 
この点を解消するための方法として，最近，選
好データを選択確率に置き換えてDCモデルを適
用するととが検討されている．たとえば，ロジッ
ト・モデルを拡張したExploded logitや Rank
logitと呼ばれる方法では，J個の選択肢をある順
番で順位づけする確率を，次式で定義する．
P(l, 2，…J) = P( 1 I {l,2，…／｝）・
P( 2 I {2, 3，…J}）・
j".:f U -1 I U一1,J}) 
= I P(j I {j，…／｝）帥
J=l 
ただし， P(l,2，…J)は選択肢が括弧内の順番で
順位づけられる確率を， P(jI {l,2，…J 1｝）は
選択肢集合｛l,2，…］－ 1｝の中からjが選択さ
れる確率を表わす．そして，J個の選択肢の順序づ
けデータを］－l個の選択データに分解し，それ
をプールしてモデルの推定を行なうのである（片
平， 1987,p. 289；森川， 1990,p. 15）.ただし，
これは前章で紹介したDCモデルのモデル式を第
2図に示した情報統合過程の選好形成段階に転用
しているのであって，選択段階を対象とする本来
のDCモデルとは選択過程に関して意味するとこ
ろが異なる点に注意すべきである．
2 購買地選択への DMPモデルの適用
DMPを笑際の研究に適用する方法は，上述の
ように，様々な手｝I頂が考えられる．第2表に掲げ
た研究事例でも，研究対象となる地域や選択肢に
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応じて， DMPモデルの適用方法も得られた結果
もやや異なったものとなっている．
管見の限りでは，地理学者が購買地選択に
DMPモテ’ルを適用したのは， Schuler(1979）が
最初である．彼は，インディアナ州の／／レーミン
トンにおけるスーパーでの食料品の購買行動を対
象として， CJM分析を試みている．採用した店舗
属性は，スーパーでの食料品の購買に際して重要
と恩われる属性を被験者に質問した第1段階の調
査結果に基づいて選定されている．調査の第2段
階では，選定した5属性を組み合わせたトレード
オフ行列を使用し，選択肢に対する選好順位デー
タを得ている．会サンプルの分析結果を集計した
選好関数は，
U(x) = .459（品質）+ .244（価格）＋
.119 （距離）+ .092（サー ビスの速さ）＋
.086（駐車場） (14) 
となり，品質と価格とが相対的に重要な要因とし
て検出されている．得られた選好関数に基づいて，
対象地域内の19カ所のスーパーに対する選好測度
を算出し，実際の訪問頻度との対応関係を順位相
関係数によって検討した結果， 78%のサンプルに
有意な相闘が現われている．さらに，個人別に算
出された選好尺度値に基づいて階層クラスター分
析を行ない，サンプルを2つのグループに分けた
上で，個人属性との対応を検討したところ，家族
規模，子供の数，世帯主の職業によって選好関数
がやや異なることが明らかになっている川．ただ
し，彼の分析結果にはいくつかの疑問が残る．た
とえば，上記の部分効用のウェイトは，水準数が
多く設定されているものほど大きくなっており，
属性の水準数を変えれば異なった結果が得られる
可能性がある．これは，後述するウェイト移動問
題にも関わっている．また，選貴子尺度と購買行動
との関係についても，両者の相関関係を検討する
にとどまり，選好から選択行動までの過程をモデ
ルイじするには至っていない．
これと同じサンプルから得たデータを用いて，
DMPモデルをDCモデルの中の多項ロジット・
モデル，および逐次選択過程を想定した辞書編纂
型モデルと比較したのがReckerand Schuler 
(1981）である．この研究では，対象地域内の6
つのスーパーに対する態度と利用に関するデータ
を使用している.Schuler (1979）のモデルと同じ
く，選好関数の加法性を仮定する補償型モデルの
一つであるロジット・モデルを用いた分析では，
DMPモデルによる結果とほぼ同様に，品質，価格
の／I慎で大きな部分効用のウェイトが得られ，適合
度は約60%で， DMPモデルと同等の予測精度に
あることが判明した15）.一方，非補償型モデルの一
つである辞書編纂型モデルのアルゴリズム
SEQUELを用いた分析では，サービスの速きがや
や高いウェイトを示した以外は， DMPモデルや
ロジットモデルとほぼ同様の結果となっている．
ただしこれら3つのモデルの間では部分効用値
を直接的に比較できる統計量はないため，あくま
でも部分効用の相対的ウェイトによる比較でしか
ない．また，前提条件も構造も異なる 3つのモデ
ル聞の比較を結果の共通性にのみ着目して行なっ
ているにすぎず， 3者の特性や優劣は，この研究
では十分に評価されていない．
Recker and Schuler (1981）の研究では明確で
なかった，選好モデルとしてのDMPモデルと選
択モデルとしてのDCモデルとの関係を明示し，
第2図の情報統合過程を統合的にモデル化したの
は， Louviereand Meyer (1981）である．彼らは，
第2図の情報統合過程の連結関数を次式のように
統合して，物理的属性と選好とを結びつけた分析
を行なっている．
E; = g(j(X;;)) (15) 
ただし，上式の記号は，第2図のそれに対応する．
対象地域は，フロリダチト｜の州都タラハシーとワイ
オミング州のララミーで， Schuler(l979）と同様，
スーノマーでの食料品の購買行動を調査している．
採用した属性は，選択性（selection），価格，利便
性の3つで，各属性は商品のプランド，店頭価格，
自動車の運転と駐車に要する時間（分）というスー
ノマーの物理的属性にそれぞれ対応させて分析が行
なわれている． 上式の物理的属性と知覚属性との
関係を表わす関数／は，次式のように表わされ
る．
X;; = a+bX;/ (16) 
ただし， Xu,X;;Iま第2図のそれと対応し， a, b, 
cはそれぞれパラメータである．一方，知覚属性と
選好との関係を表わす関数gについては， CJM
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データを分散分析によって処理した結果，有意な
交互作用効果が表われたため，乗法結合が適する
ことが判明した．その結果，タラハシーの事例で
は，
Ei = (2.44+ .0084（ブランド）！.＂＇）×
(50.89-2.54（価格）l・＂）×（利便性） (I司
という関係式が得られている．ララミーについて
も同様の分析が行なわれ，類似した結果となって
いる．ただし，選好と選択との関係を表わす関数
hについては，ロジットモデル式が採用されてい
るものの，実際の分析ではE，で推定された選好値
と店舗利用頻度（ララミーでは店舗の売上高で代
用）との相関関係を検討するに留まっている16）.ま
た，この論文中では部分効用のウェイトは示され
ておらず， Schuler(1979）らの研究結果との比較
はできない．
Louviere and Meyer (1981）にみられるように，
情報統合過程における複数の段階を分析対象とし
た例として，テキサス州アーヴイングにおけるデ
ノfー トの選択行動を扱った Burnett(1982）の研究
がある．この研究では，第2図のa）～b）問の知覚
過程と b）～c）聞の選好形成過程とからなる 2段
階を対象に，調査と分析を行なっているげ｝．まず知
覚過程については，地域内の15カ所のデパートに
対する選好順位データを収集し，これをメトリッ
クMDSのアルゴリズムである TORSCAによっ
て4次元解を得る．得られた次元は，価格，商品
のヴァラエティ，利便性，威信とそれぞれ解釈さ
れ，これらを店舗属性として第2段階の調査に使
用した．第2段階の調査は， 4属性を 2つずつ組
み合わせたトレードオフ行列に対する選好順位
データの収集である．彼女の分析では，属性聞に
有意な交互作用効果は検出きれなかったため，乗
法モデルよりも加法モデルの方が適していると結
論つ’けている．これは， MDSによって予め相互に
相聞の低い属性のみを選定したことによるもので
あろう．得られた部分効用の平均値を水準ごとに
求めると，いずれの属性でも中程度の水準で部分
効用値は最低となる．これについては，ある属性
の部分効用が別の属性のそれによって補償された
結果とみなすこともできるが， Burnett自身は否
定している，属性聞の交E作用に起因する可能性
もある．ここでの結果を，スーパーでの食料品購
買を対象にした前記の事例と比較した場合， Bur-
nettが対象としたデパー トについては，関連する
属性も分析結果もかなり異なっていることから，
店舗や購買品目の種類によって選好関数が相違す
ることが推測される．
以上の事例は，いずれも合衆国を対象地域とし
たものであるが，ヨーロッパでの研究例は，オラ
ンダを対象地域としたH.Timmermans18＞によっ
て行なわれたものである．
Timmermans (1980a）は，オランダのブラパン
ト地方南東部における SCでの衣料品購買行動を
対象にして，加法モデルとそれ以外の結合規則と
を比較している．属性には，それぞれ3水準から
なる，店舗数，時間距離，駐車所要時間の3つが
採用され，合計3×3×3= 27個からなる要因実
験型の選択肢に対して，選好j順位データを収集し
ている．これら3属性を選定した理由は，政策家
数との対応、を考慮したためで，計画立案への応用
が意図されている．分析には加法モデル以外に，
乗法モデル（式（9）），分配モデル（式(IO）， 二重分
配モデル（式。I））を用いて比較を行なっている．
モデルの適合度をストレス値によって評価した結
果，Louviereand Meyer (1981）の場合と同様，
4つのモデルの中では乗法モデルて最も高い適合
度が得られている．
これと同じ対象地域で実施されたTimmer-
mans and Veldhuisen (1981）と Timmermans
(1982）の研究は， Louviereand Meyer (1981) 
やBurnett(1982）と同様， 2段階の調査・分析か
らなっている川．まず知覚過程については， 771人
のサンプルを用いて， Timmermans(1980a）の用
いた3属性に対応した，選択性，距離，駐車場の
利便性という 3項目に関する各SCの評定データ
を収集し，それぞれに対応する物理的属性との関
数形を特定している．第2段階の選好過程につい
ては， 18人の被験者に， Timmermans(1980a）と
両じく 3属性・ 3水準からなる27個の選択肢に対
する選好皮をマクゃニチュード推定させたデータを
用いて，ANOVAによる FM分析を行なったとこ
ろ，選択性と距離との関で有意な交互作用が現わ
れた．さらに，加法型と乗法型の2種類の式を用
いて推定された選好イ直：と選択結果との相関分析を
行なった結果，相関係数は乗法型で.85，加法型
て・.82となり，乗法モデルの方がわずかながら適合
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第6表 Timmermans et al. (1984a）で分類された被験
者クラスターの特性
属性の部分効用値（平均）
サンプ1レ数クラスタ 選好モデル
店舗数 駐車場 距離
A 加法 .2 .11 .67 21 
B 加法 .54 .29 .17 11 
C 乗法 .25 .31 .45 25 
D 乗法 .58 .17 .25 34 
注） Timmermans et al. (1984a, p. 45）の表に一部jJO筆．
度が高いことを確認している．なお，いずれも選
好モテψル式のパラメータ値が示されていないた
め，属性のウェイトを他の研究と比較することは
できない．
上記の研究よりも多くのサンプルを用いて，改
めてDMPモデルの有効性を検討したのが， Tim-
mermans et al. (1983）である．この研究では，
事前にRG法によって採用する属性を選定し
(Timmermans et al., 1982），結果的にこれまで
の研究で用いてきたのと同じ，店舗数，時間距離，
駐車場という 3属性の妥当性を確認している．各
属性は，それぞれ3水準に分割され，合計27個の
要因笑験型選択肢を作成し， 91人の被験者から選
好順位データを得た上で，CJM分析用のアルゴリ
ズムUNICONを用いて，加法モデルと乗法モデ
ルとの比較を行っている．その結果，これまでの
研究と同様，乗法モデルの方が適合度の高いこと
が確認された．また，推定された選好関数を用い
て，対象地域である Eindhoven市内に実在する13
カ所のSCに対する選好値を算出し，これを実際
の利用状況とを比較したところ，正の高い相関が
得られ，モデルの妥当性を支持する結果となって
いる．
この研究では，データの集計化は行なわず，一
貫して個人別の分析を行ない，選好データとの適
合度を検討しているのに対して，同じデータを用
いて，選好関数の類似性に基づくサンフ・ル集団へ
のセグメント化（segmentation）を行ない，モデ
ルの予測妥当性（predictivevalidity）を検討した
のが， Timmermanset al. (1984a, b）である川．
まず，全サンプルを集計化したところ，次式のよ
うな選好関数が得られ21), 3属性の中では SCの
店舗数が最も大きな要因となっていることがわか
る（Timmermanset al., 1984a, p. 43). 
U~） ニー415（店舗数）+ .237（駐車施設）＋
.348（距離） (18) 
次に，個人別に得られた部分効用値と最適な選好
モデルに基づいてクラスター分析を行ない，被験
者を第6表のような4グループに分類した．この
表から，加法モデルよりも乗法モデノレが適するサ
ンプル数が相対的に多いこと，および店舗数に大
きなウェイトをおく者と距離に大きなウェイトを
おく者とにタイプ分けできることがわかる．さら
に，分類されたグループ。と被験者の個人属性との
関連性を対数線形 (loglinear）モデルで分析した
が，統計的に有意な対応関係はみられなかった
(Timmermans et al., 1984a）.また，地域内に
存在する13カ所のSCに対する選好値を推定し，
これと実際の選択行動との関係を順位相関係数で
評価した結果，概ね高い相関がみられたものの，
約 1割の被験者で負の相関が表われた．この結果
については種々の解釈が可能で、あるが，選択行動
が選好を直接的に表明したものではないことの一
つの例証となりうるであろう．
これらの研究と同様に，推定されたDMPモデ
ルから現笑の選択行動を予測し，さらに多項ロ
ジット・モデルによる予測結果との比較を行なっ
たのが， Timmermans(1984b）である．この研究
は，ベルギー国境に近いオランダのマーストリヒ
トで笑施されている．調査は724世帯を対象とし
て，それぞれ3水準ずつからなる，選択の晦，駐
車施設，価格，雰囲気，時間距離の5属性を用い
て， トレードオフ行列による選択肢の選好順位
データを収集するとともに，地域内の39カ所の
SCでの非日用品18品目の購買頻度と上記の5属
性に関する評価についてもデータ収集を行なって
いる.DMPモデルの部分効用は，彼自身も選好順
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位データには不適切であるととを認めながらも，
処理が簡便なOLS（重回帰分析）によって推定し，
選好関数のパラメータを求めている．その後で，
Thurstoneの比較判断の法則に従った次式を用
いて，実在する SCの選択確率が算出された．
N 
ム＝ [ 1十三exp(-mt;;/31勺υ，）] -I (I骨
j・1
ただし，ρzは選択肢iの選択確率， S,1は全体的選好
の差の標準偏差， Uuは選択肢tと1の聞での選好
の差， Nは選択肢数， πはパラメータをそれぞれ
表わす．この結果を多項ロジット分析の結果と比
較したところ， DMPモデルの方が適合度は高く
なっている．これは， DMPモデルでは個人別に算
出された選好関数を用いているのに対し，ロジッ
ト・モデルは全サンプルを一括して分析を行なっ
ているためであると考えられる．また，第7表の
ロジット・モデルによる分析結果では， ！駐車施設
のパラメータにみられるように，明らかに不合理
な符号が得られているが，これは対象地域におけ
るSCが属性問で相互に独立でないために生ずる
多重共線性の影響と推測される．このように，
Timmermans (1984b）の研究からは，適合度のみ
ならず，パラメータ推定においてもロジット ・モ
デルはDMPモデルに比べて劣ることが明らかに
なった2).
第7表百mmermans(1984b）によって
得られたパラメータ
属性 パラメータ推定値 標識鋲差
選択の幅 0.018 0.014 
駐車施設 0.01 0.005 
価格 0.031 0.017 
雰図気 0.027 0.009 
時間距離 -0.048 0.016 
出典）Timmermans (1984b, p. 97) 
このような選択行動の予測効率という面からモ
デルを評価する場合，モデルの移転可能性（trans-
ferability）が問題になる． とれを DMPモデルに
ついて検討したのが， Heijden and Timmer-
emans (1988）である．対象地域は，前記の研究で
もとりあげられた，自然発生的な市街地からなる
歴史的都市であるマーストリ ヒト，およびこれと
は対照的に，第2次大戦後計画的に開発されたエ
イントホーベンである．このうち，マーストリヒ
トについては， Timmermans(1984b）で収集され
たデータによる分析結果のうち，678人分を使用し
て，エイントホーベンで得られた194人分のデータ
に転用する．ただし，この研究では Heijdenand 
Timmeremans (1984）：が行なった，つジスティッ
ク回帰式による消費者の選択肢集合の推定情果を
使用している．エイントホーベンで河専られた，選
択肢集合の推定式は，次式で表わされる（日eijden
and Timmeremans, 1984, p. 1252). 
,. exp(-0.090+1.292X,.-
'' - 1 +exp（一0.090+ 1. 292X..一
0. 885X,2 2. 222X.臼）
O. 885X.2-2. 222X,s) 
仰）
ここで， P，は消費者がi番目のSCに関する情報
をもっている確率，X,1はiの規模，X,2は消費者の
自宅から iまでの距離， X,31ま消費者の自宅から i
までの聞での介在機会の有無を表わすダミ一変数
である.x •. -x.sのパラメータは，選択確率がSC
の規模に比例し，距離と介在機会に反比例するこ
とを示している．これを単核的構造をもっ都市に
当てはめた場合， Hanson(1976）やPotter(1979) 
などの笑証研究において，消費者の空間的情報闘
が都心から自宅方向へ広がる扇型をなしていたこ
とと繋合している．次に，マーストリヒトで得ら
れた選好関数から選択確率を求めてSCごとの
シェアを算出し，実際の選択結果との均較を行
なった結果，モデルの移転可能性の高きが確認さ
れている．
IV DMPモデルの諸問題
1 DMPモデルに特有の問題点
DMPモデルの問題点については， Louviere
and Timmermans (1990）がまとまった議論を行
なっている．彼らが指摘した問題点は， モデルの
構造上の問題とデータ収集法の問題に大別でき
る23).
まず，モデルの構造上の問題点として，選好と
選択とを結びつける統合的枠組が欠如しているこ
とが挙げられる．概念的には， DMPモデルの基礎
になる情報統合理論の中で，選好と選択の関係は
明示されてはいるものの， DMPモデル自体は選
好関数の推定を主目的として開発されているた
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I I選好モデルの決定卜＋｜データ収集法の決定 凶選択肢の提示同｜ 部分効用の推定 I : 
（属性の決定）
実在する選択肢に対する属性評価 トーj＇.実在する選択肢の選好推定
実在する選択肢の選定
実在する選択肢に対する選択結果 選択結果と選好との比較
第8国選好・選択過程を統合したDMPモデルの適用手順
注）破線内は，第4図に示した．通常のDMPモテソレの適用手！｜偵に対応する．
め，選好と選択との関係の定式化については，新
たに別のモデルを用意する必要がある．たとえば，
前章で紹介した研究事例の中では数少ない，選択
行動の予測を行なった研究のうち， Louviereand 
Meyer (1981）は，選好値が最大の選択肢を選ぶ
（あるいは，選択確率は選好f直に比例する）とい
う確定的選択規則を使用していた．これに対して，
Heijden and Timmermans (1988）は，より現実
的な確率的選択規則に依拠したモデルとして，DC
モデルを採用している．この場合，消費者は最も
高い効用の選択肢を選択するが，選択にはランダ
ム性が伴うという前提で選択行動がモデル化され
る．ただし，既に述べたように， DCモデルにも
様々な形式が存在するため， DMPモデルによっ
て得られた選好関数をどのようにDCモデルに取
り込むかについては，種々の方法が考えられる．
そのため，選好と選択との関係をモデル化するた
めには， DCモデルの最新の成果をDMPモデル
に生かすべ〈，今後さらに検討する必要があると
しても， 当面の研究では， Heijdenand Timmer・ 
mans (1988）が行なったように，実在する選択肢
の選択確率と選好関数の推定を関連づけるための
第8図のようなデータ収集と分析手順を含む必要
があろう．
次に，データ収集法の問題点として，まず第一
に，選択肢属性と水準の数が増えると選択肢数が
飛躍的に増大するため，被験者に要求する作業量
がきわめて犬きくなる点が挙げられる．これにつ
いては，前章でも紹介した実験計画法の一部実施
要因計画の適用も考えられるが，それでも選択肢
数を減少させるのには一定の限度がある．そのた
め， Louviereand Timmermans (1990, p. 220) 
は，属性数を少なく抑える方法として，①先験的
または特別の （adhoc）仮定を設ける，②先験的
に使用できる外部データを用いる，③トレードオ
フ・アプローチを拡張した，釣合型不完備ブロッ
ク（balancedincomplete block）実験計画の適用
を挙げている．また，これらとは別の対策として，
階層的情報統合過程を想定した段階的調査が提案
されている．これは， Louviereand Gaeth (1987) 
が試みているように，価格・品質 ・選択性・利便
性といった，購買地選択の要因となる構成概念を
媒介変数として，選択肢の種々の物理的属性がこ
れらに統合される過程を細分して分析するもので
ある••＞.
第2の問題は，実験計画によって作成きれた選
択肢の中には，非現実的な属性水準の組み合せが
含まれる場合があるという点である．現存しない
仮想的な選択肢を使用することはDMPモデルの
特徴であり，このことが現実の空間構造から独立
した選好構造を導き出し，未知の選択肢の選好・
選択を予測することを可能にするという利点をも
たらすわけでトあるが，それは妥当性と信頼性の高
いデータが得られて初めて実現される．かかる
データ収集を妨げる原因のーっとして，ここに掲
げた問題がある．これを解決する方法として，選
択肢の一部に実在する選択肢を組み込むことが考
えられる．たとえば， Louviereand Johnson 
(1991）は，属性の水準に笑在する店舗名を使用
して，「夕、イエーのような品揃えJ，「セブンイレブ
ンのような便利さ」といった表現を行なう，ブラ
ンド係留コンジョイント（Brand-anchoredcon・ 
joint, BAC）法を採用している．また，実在する
選択肢において属性どうしが相関し合っている場
合にも非現実的な水準の組み合せが生じる恐れが
ある．たとえば，品質と価格とは多くの場合， E
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の相関関係にあると考えられるが，これを無視し
て「品質が良〈価格が安い」といった選択肢を設
けた場合，異常な選好データが得られる恐れがあ
る．この点、については， Louviereand Timmer-
mans (1990, p. 221-222）は効用差関数（difference
-in-utility function）に基づく方法を提案してい
る．その詳細は不明であるが，効用差関数モデル
とは，（a）任意の基準（base）選択肢を設定する，
(b）直交要因配列の要素が基準属性水準と他の水準
との差となるように直交差計画（orthogonaldif-
ference design）を構築する，（c）比較判断かまたは
選択作業を実行させる，という手順をとることに
よって，絶対的属性水準ベクトルは相関しても，
属性ベクトルの水準差は直交するような実験計画
を作成するものである．
2 DCモデルと共通する問題点
Louviere and Timmermans (1990）が指摘し
ている5つの問題点のうち，選好関数のパラメー
タの文脈独立性という前提は， DCモデルと共通
する問題を生ずる．すなわち， DMPモデルも DC
モデルと同様に，現実には選択肢集合の構成が，
推定された選好ノマラメータに影響を及ぼすとい
う，いわゆる 「文脈効果Jを避けることはできな
いため，得られた選好関数は特定の文脈にしか妥
当しないと考えられる.Golledge and Timmer-
mans (1988, pp. xxi-xxii）と Eagl巴（1988）は，
この問題をめぐる主要な論点を次の3つに分けて
いる25).
まず第1に，DCモデルを紹介した箇所で既に
述べた， IA特性に関する問題がある．これは代替
効果（substitutioneffect）とも関連している．す
なわち，既存の選択肢との類似性が高い新たな選
択肢が加わった場合に，現実には類似性の高い選
択肢どうしが代替し合うという効果を IIA特性
は無視しているため，これらの選択肢の推定され
たシェアは，実際より過大に見積られるという問
題を生ずることになる．この点は，選択過程につ
いて明白な定式化を行なっていないDMPモデル
には一般に該当しないようにも恩われるが，選好
測定自体が予め設定された属性水準の枠内で行な
われる以上，限られた選択肢の中からの選択を想
定していると考えられるため， DMPモデルとい
えども代替効果の影響を免れないであろう．また，
DMPモデルで選択行動を予測する際に， Luceの
選択公理に依拠したモデ／レを採用すれば， DCモ
デルと同様のIIA特性をめぐる問題が生じるこ
とは明らかである．
第2に，空間構造からの独立性(ISS）という前
提の妥当性が問題になる．これは，空間的相互作
用モデルの距離パラメータの解釈をめぐる地図パ
ターン問題（杉浦， 1986,pp. 148-151；石川， 1988,
pp. 159-185）と共通するもので，選択肢の相対的
位置関係が選択破率に影響を及ぼすという点に関
わっている．この問題は，特定の空間構造を想定
せず，仮想的選択肢を使用するDMPモデルでは
答易に回避できるように思われる．しかし， DMP
モデルによって推定された選好関数から現実の選
択行動を予測する場合には，現実の空間構造の影
響をなんらかの形でモデルに組み込まなければ，
DCモデルと同様のISS問題に直面することにな
るであろう．
第3に，選択肢の属性水準の幅の大小によって
選好関数のパラメータが変化するという，ウェイ
ト移動の問題がある．すなわち，一般に，水準幅
の大きい属性ほど選択過程での重要度が増大する
(Eagle, 1984）ため，属性に割り当てられる相対
的ウェイトは，水準の設定の仕方によって変化す
る可能性がある．たとえば，消費者の実際の選好
関数において距離が重要な選択肢属性であったと
しても，かりに，与えられた選択肢の間で距離の
差が全くないか，あるいは心理的に無視できる程
それが小さい場合には，推定された選好関数にお
ける距離のウェイ トは高くならないであろう．
これらの問題点を解決するために， DCモデル
を基礎にした，いくつかの改良モデルが考案され
ており，文脈効果を取り込んだモデルの開発も
徐々に進展している．
たとえば，第1番目のIIA特性，または代替効
果については， Borgers and Timmermans 
(1987 : 1988）は，次の3つのモデルを挙げてい
る．まず第lに，誤差項の間の独立性という仮定
を緩めることにより，代替効果を取り込んだモデ
ルがある．これには，誤差項の平均はOで分散は
異なることを仮定する負の指数分布モデル，誤差
項の分散は一定で相互に正の相関を許容する一般
化極値（generalizedextreme value : GEV）モデ
ル，誤差項が異なる分散をとり，相互に相関する
ことを許容する一般化プロビット ・モデル，選択
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肢属性について笑際に測定された知覚に基づいて
誤差項の分散・共分散を決定する知覚的相互依存
(p巴rceptualinterdependence）モデルなどがあ
る． しかし，とれらのモデjレはキャリプレーショ
ンが困難で，また代替効果の程度を明確にできな
いという難点をかかえている．第2のモデルとし
て，ロジット・モデルの効用表現を変更すること
により， IIA特性を回避したものがある．これに
は，既に第I章で紹介したDogitモデルなどが含
まれるが，選択肢の変化とパラメータ値との対応
関係は不明である．第3のモデルは，既に紹介し
たNLモデルやEBAモデルに代表される，段階
的意思決定過程を想定したものである．しかし，
このモデルもまた，いかなる方法で妥当な意思決
定段階を設定するかという点で問題を残してい
る．
第2番目のISS特性については， 2返りの改良
モデルが考えられている．その一つは，空間的相
E作用モテソレについてFotherlingham(1983）が
行なったのと同様に，ロジット・モデルに空間構
造特性の測度を追加し，これに競合・集積効果を
表わすノマラメータを付加したモデルである．もう
一つは，上述の代替効果を考慮したモデルのうち，
第l番目に挙げた，誤差項の分散・共分散行列の
性質に修正を加えたモデルである．
さらに， Borgersand Timmermans (1988）は，
ロジット ・モデルを基礎にして，代替効果と空間
構造効果の両者を同時に取り込んだ次のようなモ
デルを提案してνる26).
p,- DfnkR~~exp （三k んX..) (z)} 
玄i { Df n. R~~ exp（玄k /3.X.) } 
ただし， ρzは選択肢 iの選択確率， x.• ，ま選択肢1
のh番目の属性値， A，φ，e.はパラメータをそれ
ぞれ表わす．ここで， R；•は選択肢 1 の属性k に関
する，他の選択肢との類似性の測度で，
R1• = ［ー」－kI X;.-Xjkリ～ ωN-1; 
と定義される．ただし， Nは選択肢数， Kは属性
の数である．また， D；，立選択肢iの近接性の波Jj度
で，
??? 『
?
?? 。a
と表記される．ただし， d；は選択肢 iとjの距離
である．したがって，式仰のφによって空間構造
効果の程度を，e.によって代替効果の程度を，それ
ぞれ捉えることができる．
第3番目のウェイト移動の問題点については，
Meyer and Eagle (1982）が二項選択の場合を想
定した，次のような双線形差（bilineardifference) 
モデルを提案している．
P(i I i,j) m 一一一一一 ＝ ヱ ［b山（X；•ーん）－P(j I i,j） 同伊
さん山（X;.-X;.)Iん（X.“ー ん）｜］ 側
i私
ただし， b.はm個の属性の主効果を， bktは（m2-
m）個の属性間交互作用のうち，属性hとlの間
での効果の大きさをそれぞれ表わすノマラメータ
で，的（X•• -X；.）は属性kに関する選択肢iと
1の聞での主観的評価値の差を意味している．
ウェイト移動効果は，この式の右辺第2項に取り
込まれており，ある属性の重要度は他の属性の多
様性が大きいほどi減少することになる.Meyer 
and Eagle (1982）は，これを多項選択に拡張した
モデルを提示しているが，属性数が増えると求め
るべきパラメータ数が等比級数的に増大するた
め，実際の適用は困難である（Wrigley,1985, p. 
335-336). 
一方，DMPモデルについては，前記の問題点の
うち，第3番目のウェイト移動の問題が直接的に
関係している．しかしながら，これについては，
Eagle (1984）が食料品店の選択を例にして，その
影響をDMPモデルで評価したに留まり，文脈効
果をどのようにモテソレに取り込むかという課題の
解決は，今後に残されている27).
ところで，上記のような文脈効果の遠因を遡れ
ば，つまるところ，選択集合の設定方法に帰着す
る．通常，空間選択の場面で消費者が想起する選
択集合（evokedchoice s巴t）は，入閣の情報処理
能力の制約のため，有限であると考えられる．そ
の選択集合は，前章でも紹介したHeijden and 
Timmermans (1984）の式側のように，選択肢ま
での距離とその規模からなる関数式で近似され
る．かかる関数形は，基本的には重力モデルを基
礎にしたものであるため，そのパラメータが対象
地域に固有の空間構造による影響を避けられない
ことは明らかであろう．このように，空間選択に
おける意思決定の最初の段階である選択肢集合の
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形成において，既に空間構造の影響を被るという
ことは，空間選択と非空間選択との決定的な違い
を生ずることになる．そのため，上述の文脈効果
の中で地理学的に最も重要な論点は，第2番目の
ISS特性の問題であろう．
ISS特性を単に予測精度の問題として扱うなら
ば，具なる対象地域 ・時点での選択行動へのモデ
ルの移転可能性が問題となる．これについては，
交通計画の分野でDCモテルの構造自体には変更
を加えずに技術論的解決をはかる方法が考案され
ている（森地ほか， 1985）.一方，既に述べたよう
に，地理学におけるこの問題への取り組みは，空
間構造効果自体をモテソレ式にいかに取り込むかと
いう方向へ展開されてきており，競合菊地モデル
を中心とした空間的相互作用モデルの近年の動向
（杉浦， 1988）とも軌をーにしている．
ただし，集計的レベルでの選択結果に関する空
間的相互作用モデルを，個人レベルで、の選択過程
に関する空間選択モデルに応用する際には，集計
データから伺人行動について推論を行なう場合に
陥りがちな生態学的誤謬（ecologicalfallacy）の
問題（ラングパイン・リヒトマン， 1980）に留意
すべきである．たとえば，個人が空間選択に際し
て距離に無差別（indifferent）であっても，選択集
合形成に際して距離が作用する場合には，集計的
レベルでは空間的相互作用モデルの多くが前提と
している距離減衰効果が現われる（Stetzer and 
Phipps, 1977 ; Hubbart and Thompson, 1979). 
また，多くの空間選択モデ、ルが基礎をおいている
Luceの選択公理が個人レベルでは成り立っても
集計レベルでは必ずしも成立しないことも明らか
である（杉浦， 1981,p. 16）.さらに， DCモデル
の誤差項については，個人レベルでは通常，時間
的ランダム性と解釈されるものの，集計レベルで
は時間的ランダム性とも個人閉めランダム性（個
人差）とも解釈できる．このように，総じて集計
的モデルの解釈は多義的なものになりがちである
ため，個人モデルとの聞での解釈の不一致を生ず
ることになる．かかる問題を避けるためには，意
思決定過程に関するいっそう精綴な行動論的分析
が求められよう．
これを空間選択について行なう場合，距離変数
の行動論的解釈は，一つの重要な論点となるよう
に思われる．上述のStetzerand Phipps (1977) 
やHubbertand Thompson (1979）の指摘にもあ
るように，個人の空間選択モデルにおける距離変
数については，少なくとも2通りの解釈が可能で
ある．
まず，選好（効用）関数の構成要素のうち，距
離が負の効用（disutility）として作用するという
解釈が成り立つ．たとえば，古典的購買行動モデ
ルの一つである Huf(1963, p. 86）のモデルでは，
時間距離測度で表わされる距離変数は，予想され
る費用・労力・機会費用の代理変数として用いら
れ，これが購買地の効用を減ずる要因と理解され
ている．また， Louviereand Gaeth (1987）は，
自宅と勤務先からの距離を選択肢属性として採用
し，これを駐車場やレジの速さ等と並ぶ利使性の
一指標として使用しているが，この場合も間接的
に負の効用を生ずる要因とみなされていることに
変わりはない．このように，距離の測度や起点に
多少の違いはあっても，従来の多くの空間選択モ
デルは，距離を選好関数の一成分として位置づけ
ている．
一方，消費者の選択集合あるいは情報圏に対す
る空間的制約として距離を解釈することもでき
る．たとえば， Timmermans(1983）は「理にか
なった時間距離（reasonabletravel time) J 29＞に
よって選択集合が規定され，その距離内では消費
者は空間的に無差別 （spatialindiferent）である
と仮定したモテ’ルを使用している．この場合，辞
書編纂型の選択過程を想定して，その最初の段階
で距離属性が使用され， 「理にかなった時間距離」
以遠の選択肢を除去した後，段階的に他の選択肢
属性に基づいて残りの選択肢が除去されていく，
という非補償型モデルになる．
これら 2通りの解釈は，相容れないものという
よりも，意思決定過程の中の異なる段階での距離
の作用をそれぞれ対象にしていると考えるべきで
あろう．すなわち，第2図の情執統合過程に当て
はめれば，前者は選好構造に統合される認知的属
性のーっとして距離が作用することを，後者は情
報統合過程に先だって選択肢集合を規定する要因
として距離が作用することを，それぞれ意味して
いる．したがって，現実に現われる空間選択行動
は，このように二重に距離が作用した結果と考え
られるが，実際に， Heijdenand Timmermans 
(1988）や神谷（1984）は，選択集合の信IJ約と選
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好形成の両方の段階で距離変数を取り込んだモデ
ルを使用して分析を行なっている．
以上のように，ここで論じた問題点の多くは，
非空間選択にはない空間選択の特殊性を反映して
いる．本稿でとりあげたDCモデルにせよ DMP
モデルにせよ，いずれも当初は非空間的選択を想
定して開発されたものであるため，空間選択にこ
れらを応用する際には，空間選択の本質を見きわ
めた上で一定の修正を施す必要があると考えられ
る．その際，文脈効果の中でもすぐれて地理学的
な性質をもっ空間構造効果の処理は，今後の空間
選択モデル研究において最も重要な課題となるで
あろう．
V むすびにかえて
今日の行動地理学を構成する，環境認知研究と
空間選好・選択研究の2部門の統合という，冒頭
に掲げた課題については，両者を別個の研究領域
として独自に発展させる方か望ましい（Pipkin,
1981）という悲観的見通しを主張するむきもある
が， DMPモデルによって，両者が少なくとも概念
的には統合きれる可能性のあることを，本稿はあ
る程度示し得たのではないかと考える．すなわち，
DMPモデルは，情報統合理論に依拠して意思決
定過程をいくつかの段階に分け，それらの諸段階
を数理モデルイじすることをめざすものであるが，
環境認知研究の成果をその中に明確に位置づける
ことによって，空間選好・選択モデルとの統合が
可能になるのである．
たとえば，若林（1987）が紹介した商業地イメー
ジに関する研究は，選択肢属性の認知に相当する
段階を扱っていることになり，空間選択にとって
重要となる選択肢属性を特定するのに応用される
であろう．また，中村（1979）が紹介しているメ
ンタルマップ研究の主たる対象である居住地選好
は，認知された選択肢属性が選好尺度上に統合さ
れる過程を扱っていることになる．認知距離研究
の成果（岡本， 1983）については，前章で述べた
ように，空間選択過程での距離変数の作用の仕方
が多様で》あるとはいえ，空間選択モデルには不可
欠の成分となることは間違いない．さらに，この
距離変数に関連して， Hanson(1976）やPotter
(1979）らによる空間情報圏の研究は，情報統合
過程に先立つ選択肢集合の形成過程を解明するの
に大いに役立つであろう．
ただし，技術論的側面では，情報統合過程全体
にわたる数理モデルは未だ確立されていない．ま
た， DMPモデルの枠組みは，あくまでも概念レベ
ルのものであり，その中で想定されている人間の
情報処理の中身については，研究対象に即した実
質的意味を付与していく作業が必要である．これ
らは，今後の実証研究に残された大きな課題とい
える．
行動地理学における DMPモデルのいま一つの
意義は， Rushton(1969）が行動地理学の目標とし
て掲げながらも自らは果たせなかった，真の意味
での空間的行動のモデル化という蘭で大きな前進
をもたらした点にある．彼のいう空間的行動とは，
特定の空間構造からは独立した選好構造に基いて
生ずるものを意味するが，かかる選好構造は，仮
想的に設定された選択肢に対して直接測定された
選好データを使用する DMPモデルによって，初
めて捉えることが可能になる．しかしながら，か
りにこのような選好構造を捉えることができて
も，現実の選択は特定の空間構造に規定されたも
のであるため，選択結果を予測するにはDCモデ
ルをはじめとする選択モデルに空間構造効果をな
んらかの形で組み込む必要がある．かかる空間構
造効果をはじめとする文脈効果の取り扱いは，空
間選好と空間選択との関係を解明する上で，避け
て通れない重要な課題といえよう．
（金沢大学 ・文学部）
本稿は， 1989年度文部省科研望者奨励研究A「情報
処理過程としてみた消費者の空間選択過程の研究」
（代表者．若林芳樹，課題番号：01780279），および
1990・1991年度文部省科研費一般研究C「ロジット・
モデルによる消費者の購買地選択過程の分析J（代表
者：杉浦芳夫，課題番号； 02680194）による研究成
呆の一部である．
?
1）分析的研究とは，科学的研究の基本的で重要な
原理は維持しつつも，実証主義哲学には必ずしも
依拠しないという立場を指す（Golledge and 
Stimson, 1987, p. 9). 
2）空間選択研究でも意思決定過程より外的制約条
件を重徳する受動的（reactive）アプローチ
48 
(Thrift, 1980）については，時間地理学研究に関
する櫛谷（1985），川口・神谷（1991）などの紹介
がある．
3）交通計画で非集計（disaggergate）行動モデル
（土木学会土木計画学研究委員会，1984）と総称
されるものは．多くの場合， DCモデルを指してい
た．しかしながら，集計／非集計という区別は，
本来，モデルを適用するデータの集計度によるも
のである．本稿で紹介する空間選択モデルは，個
人レベルでの選択過程をモデル化したものである
から，いずれも非集計モデルといえる.DCモデル
については，既に地理学でも Wrigley(1985），杉
浦（1989,pp. 168-173），石川I(1988, pp. 146-158) 
でも紹介されている．この宣告での解説は，おもに
Wrigley and Longley (1984）と屋井（1986）を
参考にした．
4）選好と選択との違いは，「前者が“意識”の中に
おける価値の序列づけ，後者がその価値の序列に
是正づく顕在的“行動”を指す」（吉田， 1976,p.32) 
という点にある．また，選好と関連するものとし
て，経済学の効用（utility）という概念もあるが，
心理学的には「主観的価値」を意味し（吉田， 1976,
p. 32），これに基づいて選好が形成される．しか
し経済学では効用の可測性自体が疑問視されて
おり，経験的には効用が表出された結果である選
好しか捉えることはできない．したがって，操作
的には両者は同等のものと仮定せざるをえないと
考えられるため，本稿てすま特にことわりのない限
り，効用と選好とは区別せずに用いることにする．
5) Luceの選択公理に依拠したモデルには，この他
にも Huffの確率的商圏モデルなどがある．これ
については，杉浦（1981）による詳しい解説があ
る．
6) DMPモデルでいうところの「分解的
(decompositional）」とは，個々の選択肢に対し
て得られた会体効用を選択肢属性ごとの部分効用
に分解する作業を意味している．これに対して，
被験者から属性ごとの部分効用のウェイトを直接
測定し，これを属性値と合成することによって選
択肢の全体効用を得る期待価値（expectancy-val-
ue）モデルなどは，合成的（compositional）モデ
ルと呼ばれる（Greenand Srinivasan, 1990, p. 
9). 
7）「機能的」とは，分析概念に対応する物理的実体
の存在は必ずしも前提とせず，その機能的側面の
みを問題にすることを意味している．これは，情
報統合理論が機能主義（fuctionalism）心理学に依
拠していることの反映である．機能主義心理学に
共通する特徴は，「心的現象は，生物学的欲求の充
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足のため生休が全体として環境に適応しようとし
て発動する手段のlつとみなし，心の本体や構成
よりもその機能を重視する」（海津ほか， 1981,p 
144）点にある．そのため，行動に作用する環境の
要因が重視されることになる．レンズ・モデルで
著名なE Brunswikもこの立場をとる者の一人
であるが，彼が重視した生態的妥当性（ecological
validity）の概念や遠隔対象近接刺激一生休
近接反応一行為という行動の発現までの諸段階
（佐伯， 1986,p.89-93）は，環境と人間行動との
関係が主要なテー？となる行動地理学でも有力な
観点となりうるように息われる．なお，この環境
のイメージ研究における Brunswikモデルの重
要性については，すでにボールデイング（1976,
p. iv）によっても指摘されている．
8）数理心理学のCJMとは， CJMデータが備える
べき条件を演縛的に導き出す公理論的CJMを指
す場合もあるが，これは，必ずしも実際のデータ
分析を意図したものではないため，本稿では詳し
くは触れないでおく．なお，公理論的CJM理論に
ついては，佐伯（1973）などを参照．
9）第1表に掲げた以外にも，居住地選択や交通機
関選択などを対象としてDMPモデルを使用した
研究事例は数多く存在する．
10）実験計画法の用語でこの作業を言い替えると，
選択肢は処理（treatment）に，選択肢数は笑験の
大きさに，属性は聖書因（因子）に，それぞれ相当
する．
11）直交表を表示する際のLn(kつという記号は，
hが水準数， ηが直交表の行の数（笑験の大きさ），
Yが直交表の列の数（割り付けられる因子の最大
数）を，それぞれ表わす．
12）第l表の購買地選択の事例で図示法を用いたも
のは見あたらないが，居住環境に対する選好を
CJMモテソレで測定するのにこの方法を採用した
例として， Knightand Menchik (1976）がある．
13）被験者にとって順位づけの方が評定法よりも谷
易であるかどうかという点については，意見が分
かれる.Louviere (1988, p. 27）は，順位づけの
方が容易であるという経験的な証拠はなしむし
ろ評定法の方が容易であると主張している．した
がって，いかなる点で「容易である」と評価する
かの基準が明確でないため， 2つの手法の優劣は
つけ難い．
14）選好尺度に基づいてセグメントイじされたサンプ
ル集団の閥て”の選好関数の差異は，論文中に示さ
れた値を見る限りでは顕著に表われず，また，個
人属性との対応関係も明瞭ではない．
15）ただしこのロジット分析はDMPモデルで使
用した5属性のうち2つの属性を除いて行なわれ
たため，距維属性のウェイトが相対的に高くなっ
ている．また，分析に用いたのが選択結果なのか
選好順位なのかが不明なため，ロジット・モデル
を選択モデルとして使用したのか選好モデルとし
て使用したのかがわからないが， 2つのいずれて’
あるかによってモデルの意味つ・itが異なってくる
であろう．
16）選択行動に対してロジット ・モテツレを適用する
代わりに，選好値との相関分析を行なっているの
は， BiとXuの関係が近似的に線形とみなされるた
めであるという（Louviereand Meyer, 1981, p. 
413). 
17）この研究の方法で興味深い点は，現存する各デ
パートに対する全体効用値と選択確率を推定する
際に，選択肢の物理的属性水準でなく，被験者が
知覚した各属性の水準（高・中・低の3水準）を
使用することによって，知~・過程と選好形成過程
とを一貫した調査データで分析していることであ
る．
18) Timmermansの詳しい経歴は不明であるが，
現在の所属はオランダのEindhoven工科大学建
築学教室である．彼の主たる研究主題は消費者の
空間選択で＼研究成采の多くを， Area, Tijdsch. 
voor Ecoη. en Soc. Geogr., Geografiska Anna/er 
などの地理学雑誌に発表していることから，一応，
地理学者とみなしてもさしっかえなかろう.DMP
モデルを使用する以前，彼は顕示空間選釘ーに関す
る研究（Timmermans,1979）を行なっており，
いくつかの論文にはIowa大学のRushton,
Louviere（現在， Alberta大学）らへの謝辞が述べ
られていることからみて，とくに合衆国の地理学
者との直接・間接の接触があったものと推定され
る．なお，第l表に掲げた事例以外に， Timmer-
mans (1980b）は情報統合理論に依拠した購買行
動のモデル化を試みているが，そこでは，選択肢
として笑在するSCを採用し，選好データを実際
の訪問頻度で代用しているため，厳密にはDMP
モデルを適用したことにはならない．
19）これら2つの研究では，第2段階の調査サンプ
ル数が， Timmermansand Veldhiusen (1981, 
p. 1492）で18人， Timmermans(1982, p.175）で
16人と異なって記載されているが，分析結果は全
く一致している（Timmermansand Veldhiusen, 
1981, p. 1492 ; Timmermans, 1982, p. 177）.そ
のため，これらは同ーのデー タを用いたものと推
定される．なお， Timmermansand Veldhiusen 
(1981）は，このデータ以外に同じ対象地域で収
集した居住地選好データを用いて同様の分析を行
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なっている．
20) Timmermans et al. (1983）と Timmermans
et al. (1984a, b）とが同ーのデー タを使用してい
るとすれば， Timmermanset al. (1983, p. 246) 
に記載された，5, 25, 45分という時間距離の水
準設定は， 15,30, 45分の誤りではないかと推測
される．
21）選好関数のウェイトは，合計が1.0になるよう，
飼型産されている．
22）ただし， Timmermans(1984b）は，データ収集
と分析に要する労カという，別の薗から評価した
場合， DCモデルと比べてDMPモテツレの方が必
ずしも優れているとはいいきれないと述べてい
る．
23) Louviere and Timmermans (1990, p. 214）が
指摘している5つの問題点のうち，ここでとりあ
げるのは，第2番目と第5番目の点を除いた残り
3つである．ここで除いた2つの問題点のうち，
第2番目の文脈独立性（cont巴xt-independence)
の問題は， DCモデルとも共通するため，次節で改
めて検討する．一方，第5番目の問題点として指
摘されている，新たに出現した選択肢のシェアを
予測する際に，その出現に対応して既存の選択肢
が競争的に反応する場合にシェアの予測が困難に
なるという点は， DMPモデルに限らず，あらゆる
空間選択モデルに共通するものと考えられる．ま
た，DMPモデルで得られる選好関数が空間構造
の影響を受けない安定的なものとすれば，かかる
選択肢属性の変化を考慮した選択行動の予測は技
術的に可能と息われるため，この問題はDMPモ
テ・ルの本質に関わるものではないと筆者は考え，
ここでは考察対象から除外した．
24) Louvier巴andGaeth (1987）の実験では，価格
と選択性は肉・農産品等の品目別にそれぞれ5属
性，利便性は自宅からの時間距離，駐車場，通路
の広さ，営業時間等の11属性，品質は肉・農産品・
瀦製品についての3属性からなる合計22属性を採
用し，これらが4つの構成概念に統合された後，
選択肢の全体的評価が形成されるというモデルを
考案している．ただし，属性をグループ化して構
成概念に統合するための手順は，未だ十分には確
立されていない（Louviereand Timmermans, 
1990, p. 221). 
25）ここに掲げた3つの論点以外にも， ミクロな時
間的前後関係という意味で、の文脈効果を考えるこ
ともできょう．かかる意味での文脈効巣は，トリッ
プ ・チェインや時空間経路に関する研究で主たる
対象となっている（Longley,1984, pp. 381-382). 
26) Borgers and Timmermans (1987, p. 35）のモ
デルとはやや異なるが，Fotheringham(1988）は，
自らが考案した競合着地モデルの近接性の項をロ
ジッ ト・ モデルに追加して，フロ リダ州、｜ゲインズ
ピルでのスーパーの購興地選択に適用している．
27) DMPモデルに文脈効果を取り込む方法とし
て，Louviereand Timmermans (1990, p. 219) 
は選択集合生成計画（Choice set generating 
design）を提案しているが，これについては筆者の
理解を超えるため，ここでは触れないことにする．
28) r理にかなった時間距離」という概念は，既に
Timmermans (1979）の顕示空間選好の研究で用
いられ， 60分以内という時間距離の上限を設けた
分析が行なわれている．
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